
別海町訓令第６０号

別海町中小企業省エネルギー化支援事業補助金実施要綱を次のように定める。

令和７年４月１日

別海町長 曽 根 興 三

別海町中小企業省エネルギー化支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、省エネルギー化に取り組む町内の中小企業に対し、別海町中小企業

省エネルギー化支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、

別海町補助金等交付規則（昭和５９年別海町規則第４号）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。

（補助対象者）

第２条 補助金の交付対象者は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。ただし、町長

が特に必要と認める場合は、この限りでない。

（１） 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企

業者で、かつ、町内に本店を置くこと。

（２） 業態が、日本標準産業分類における農業、林業及び漁業ではないこと。ただし、

畜産類似業、農業サービス業、特用林産物生産業及びその他の林業を除く。

（３） 令和７年４月１日時点において、町内で１年以上事業を営んでおり、かつ、今

後も事業を継続する意思があること。

（４） 町税を完納していること。

（５） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）に基づく届出を要し、性風俗関連特殊営業を営もうとする者でないこと。

（６） 別海町暴力団排除条例（平成２４年別海町条例第２３号）第２条第１号から第

３号までの規定に該当しないこと。

（７） 政治団体又は宗教上の組織若しくは団体でないこと。



（補助対象経費及び補助金の額）

第３条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げる

物品、設備本体及び附属品（以下「物品等」という。）の導入経費とする。

（１） 事業所内にある設備について、一般財団法人省エネルギーセンターによる省エ

ネ最適化診断、省エネお助け隊による診断又は登録診断機関による診断を行い、その

結果を基に１年以内に導入する物品等

（２） 前号と同時に整備する物品等のうち、厚生労働省が定める職場における熱中症

予防基本対策要綱（令和３年基発０４２０第３号）で示された対策として導入する設

備

２ 前項の物品等の導入には、町内業者を利用するものとする。ただし、町長が特に認め

る場合は、この限りでない。

３ 他の補助金等で導入されている物品等は、補助金の交付対象としない。

４ 第１項第１号に規定する物品等の導入に係る補助金の額は、補助対象経費の３分の２

以内とし、上限額を５０万円とする。

５ 第１項第２号に規定する物品等の導入に係る補助金の額は、補助対象経費の２分の１

以内とし、上限額を２５万円とする。

６ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てた額とす

る。

（補助金の交付申請）

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申

請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

（１） 別海町中小企業省エネルギー化支援事業補助金算出表（第２号様式）

（２） 収支予算書（第３号様式）

（３） 町税完納証明書

（４） 補助事業を実施する箇所の現況写真

（５） 一般財団法人省エネルギーセンターによる省エネ最適化診断、省エネお助け隊

による診断又は登録診断機関の診断結果が分かる書類

（６） 別海町商工会が発行する補助金交付申請額証明書（第４号様式）

（７） その他町長が必要と認める書類



２ 補助金の申請は、１申請者につき年に１回を限度とする。ただし、町長が特に認める

場合は、この限りでない。

（補助金の交付決定）

第５条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、必要に応じ

て現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知

書（第５号様式）により申請者に通知する。

２ 前項の審査により補助金を交付することが不適当と認めたときは、交付しない旨の決

定をし、その旨を補助金不交付決定通知書（第６号様式）により申請者に通知する。

（事業の変更又は中止）

第６条 補助金交付決定通知書を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、本補

助事業の内容を変更又は中止する場合は、補助金交付変更（中止）承認申請書（第７号

様式）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、当該事業の目的に

変更を来さないで事業費の２０パーセント以内の減額をする場合は、この限りでない。

２ 町長は、前項の申請内容を適当と認めた場合は、その旨を交付決定者に通知するもの

とする。

（実績報告）

第７条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、補助事業実績報告書（第８号様式）

に次に掲げる書類を添付し、速やかに町長に提出しなければならない。

（１） 収支決算書（第９号様式）

（２） 補助事業を実施した箇所の完成写真

（３） 経費の内訳が確認できる領収書の写し

（４） 別海町商工会が発行する補助金実績額証明書（第１０号様式）

（５） 補助事業後のエネルギー消費が分かる書類

（６） その他町長が必要と認める書類

（補助金の請求）

第８条 交付決定者は、町長が指定する期日までに補助金交付決定通知書の写しを添えて、

町長に補助金の請求をしなければならない。

（補助金の交付決定の取消し）

第９条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一

部を取り消すことができる。



（１） この要綱に付した条件に違反したとき。

（２） 偽りその他不正の行為により補助金の交付決定を受け、又は受けようとしたと

き。

（３） その他町長が補助金の交付を不適当と認めたとき。

（補助金の返還）

第１０条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に

交付された補助金があるときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずることが

できる。

（財産の管理等）

第１１条 交付決定者は、補助事業で導入した物品等について、補助事業の完了後におい

ても、適切に管理し、補助金の交付の目的に従って、効率的な運用を図らなければなら

ない。

２ 町長は、必要があるときは、前項に規定する物品等について調査することができる。

（帳簿及び書類の整備）

第１２条 補助金の交付を受けた交付決定者は、補助事業に関する帳簿及び証拠書類を備

え、これらを補助事業の完了の翌年度から５年間保管しなければならない。

（その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に

定める。






















